
 

平成２８年度国土交通省関係予算の配分について 

 

１．配分方針 

 

（１）平成２８年度国土交通省関係予算については、気象災害や巨大地震等に備

えるための防災・減災対策、インフラの老朽化対策、個性豊かな活力ある地

域の形成や強い経済の実現など我が国が直面する課題に緊急に取り組むため、

「東日本大震災からの復興加速」、「国民の安全・安心の確保」、「豊かで利便

性の高い地域社会の実現」及び「日本経済の再生」の４分野に重点化し計上

したところである。 

 

（２）また、今後の社会資本整備にあたっては、生産性向上を導く社会資本のス

トック効果を重視することにより、アベノミクスによる「民間投資を喚起す

る成長戦略」の実効性を高め、経済成長を支えていくことが重要である。 

このため、本年３月に「国土交通省生産性革命本部」を設置したところで

あり、ここでの議論も踏まえ、真に必要な事業への重点化（「賢く投資」）、

既存施設の最大限の活用（「賢く使う」）や地域のニーズを踏まえた社会資本

の集約・再編に留意しつつ、その整備を推進する必要がある。 

 

（３）以上のような点を踏まえ、一般公共事業等予算の配分にあたっては、 

 

   ・気候変動に備えるための水害・土砂災害対策や火山災害対策 

   ・インフラ老朽化対策等のための戦略的な維持管理・更新 

   ・地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支

援（防災・安全交付金） 

   ・人口減少等を見据えた「コンパクト＋ネットワーク」の形成 

   ・若年世帯・子育て世帯・高齢者世帯が安心して暮らせる住まいの確保 

   ・効率的な物流ネットワークの強化 

   ・首都圏空港、国際コンテナ戦略港湾の機能強化 

   ・競争力強化等のための社会資本の総合的整備（社会資本整備総合交付金） 

 

   などについて、地域の実情や要望、社会資本のストック効果等を勘案し、

配分を行う。 

 

（４）なお、東日本大震災からの復興関係予算については、復興を加速するため、

復興庁が定める実施に関する計画に従い、着実に執行する。 
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　２．事業別配分額総括表

〔事業費〕 （単位：百万円）

677,044 662,228 0.98 662,228 0 

直 轄 589,602 571,987 0.97 571,987 0 

補 助 87,442 90,240 1.03 90,240 0 

直 轄 28,342 21,533 0.76 21,533 0 

1,221,126 1,233,712 1.01 1,211,371 22,340 

直 轄 1,110,874 1,109,598 1.00 1,102,892 6,706 

補 助 110,252 124,114 1.13 108,479 15,634 

228,305 222,971 0.98 222,773 198 

直 轄 188,121 184,834 0.98 184,834 0 

補 助 40,184 38,137 0.95 37,939 198 

117,795 145,136 1.23 145,136 0 

直 轄 113,469 141,759 1.25 141,759 0 

補 助 4,326 3,377 0.78 3,377 0 

補 助 77,331 76,449 0.99 76,449 0 

補 助 160,000 205,000 1.28 205,000 0 

直 轄 3,316 4,548 1.37 4,548 0 

補 助 580,058 608,477 1.05 606,586 1,891 

補 助 161,194 173,379 1.08 169,219 4,161 

直 轄 321,579 319,409 0.99 319,409 0 

直 轄 22,012 21,667 0.98 21,667 0 

補 助 2,300 2,228 0.97 2,228 0 

30,116 31,295 1.04 31,295 0 

直 轄 23,110 23,234 1.01 23,234 0 

補 助 7,006 8,061 1.15 8,061 0 

補 助 1,812,071 1,765,630 0.97 1,764,442 1,188 

補 助 2,031,779 2,079,620 1.02 2,078,687 933 

7,474,369 7,573,282 1.01 7,542,570 30,712 

直 轄 2,400,426 2,398,569 1.00 2,391,863 6,706 

補 助 5,073,943 5,174,713 1.02 5,150,707 24,006 

直 轄 34,136 42,237 1.24 42,137 100 

7,508,505 7,615,519 1.01 7,584,707 30,812 

直 轄 2,434,562 2,440,806 1.00 2,434,000 6,806 

補 助 5,073,943 5,174,713 1.02 5,150,707 24,006 

※計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

保　留　額
平成28年度
配　分　額

官 庁 営 繕

合 計

住 宅 対 策

市 街 地 整 備

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

下 水 道

国 営 公 園 等

航 路 標 識

治 水

海 岸

総 合 交 付 金

一 般 公 共 事 業 計

道 路 整 備

平成28年度(B)

空 港

都 市 ・ 幹 線 鉄 道

新 幹 線

区　　分
前年度(A)

配分対象額

倍率(B/A)

港 湾

防 災 ・ 安 全 交 付 金

社 会 資 本 整 備
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【直轄事業】 （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計

北 海 道 開 発 局 177,343 98,530 275,873 

東北地方整備局 114,735 73,626 188,361 

関東地方整備局 419,149 89,740 508,889 

北陸地方整備局 89,107 43,931 133,038 

中部地方整備局 210,718 73,510 284,228 

近畿地方整備局 212,491 86,483 298,974 

中国地方整備局 117,080 54,328 171,409 

四国地方整備局 88,897 34,668 123,565 

九州地方整備局 185,966 60,894 246,860 

沖縄総合事務局 36,341 11,353 47,694 

小 計 1,651,828 627,063 2,278,891 

東 京 航 空 局 69,276 0 69,276 

大 阪 航 空 局 72,483 0 72,483 

小 計 1,793,587 627,063 2,420,650 

管区海上保安本部 4,548 0 4,548 

合 計 1,798,135 627,063 2,425,198 

※1.本表のほか、官庁営繕の本省への配分額8,802百万円がある。
　2.計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

平 成 ２８ 年 度 配 分 額

区 分
平成28年度配分額
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【補助事業】 （単位：百万円）

北 海 道 237,271 14,535 251,805 
青 森 県 52,874 2,788 55,662 
岩 手 県 48,081 235 48,315 
宮 城 県 58,149 1,982 60,132 
秋 田 県 42,074 690 42,763 
山 形 県 42,692 147 42,839 
福 島 県 54,579 829 55,409 
茨 城 県 85,649 1,376 87,025 
栃 木 県 69,531 6,786 76,317 
群 馬 県 77,463 3,223 80,687 
埼 玉 県 106,153 547 106,700 
千 葉 県 109,706 1 109,707 
東 京 都 543,760 28,191 571,951 
神 奈 川 県 196,082 3,127 199,209 
山 梨 県 41,338 890 42,228 
長 野 県 79,912 718 80,630 
新 潟 県 133,211 1,669 134,880 
富 山 県 53,630 316 53,946 
石 川 県 55,641 1,172 56,813 
岐 阜 県 63,505 492 63,997 
静 岡 県 122,692 3,294 125,986 
愛 知 県 223,211 6,020 229,231 
三 重 県 54,906 1,961 56,867 
福 井 県 51,895 236 52,131 
滋 賀 県 48,830 1,221 50,051 
京 都 府 61,052 3,313 64,365 
大 阪 府 221,400 14,480 235,880 
兵 庫 県 162,087 4,556 166,643 
奈 良 県 44,534 222 44,756 
和 歌 山 県 63,781 1,730 65,511 
鳥 取 県 35,297 358 35,655 
島 根 県 48,046 1,844 49,890 
岡 山 県 49,098 1,734 50,833 
広 島 県 84,667 1,890 86,558 
山 口 県 72,581 3,691 76,272 
徳 島 県 31,025 106 31,131 
香 川 県 29,526 125 29,650 
愛 媛 県 63,476 4,350 67,826 
高 知 県 57,216 2,444 59,660 
福 岡 県 213,796 5,513 219,309 
佐 賀 県 36,116 374 36,490 
長 崎 県 75,303 1,811 77,114 
熊 本 県 96,127 565 96,692 
大 分 県 60,355 8,370 68,725 
宮 崎 県 53,576 1,839 55,415 
鹿 児 島 県 68,759 2,459 71,218 
沖 縄 県 38,080 3,714 41,794 
小 計 4,318,736 147,936 4,466,672 
独 立 行 政 法 人 等 684,035 0 684,035 
合 計 5,002,771 147,936 5,150,707 

区 分

※1.独立行政法人等は、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構及び鉄道事業者等に対する補助である。
  2.計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

平成28年度配分額
計一括配分本省配分
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（参考）復興庁計上予算の配分について 

 

東日本大震災からの復興関係予算については、復興庁設置法第４条第２項第３号

に基づき、復興庁が定める「実施に関する計画」に従い、着実に執行する。 

 

 

１．事業別配分額総括表 

 

 

 

 

 

〔事業費〕 (単位：百万円)

平成28年度配分対象額 平成28年度配分額 保　　留　　額

7,712 7,712 0 

直 轄 7,712 7,712 0 

241,282 241,282 0 

直 轄 231,882 231,882 0 

補 助 9,400 9,400 0 

33,259 33,259 0 

直 轄 31,801 31,801 0 

補 助 1,459 1,459 0 

526 526 0 

直 轄 526 526 0 

189,368 189,340 27 

補 助 189,368 189,340 27 

472,147 472,120 27 

直 轄 271,921 271,921 0 

補 助 200,226 200,199 27 

※計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

区　　　　　　分

治 水

道 路 整 備

港 湾

合 計

国 営 公 園 等

社 会 資 本 総 合 整 備
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２．直轄事業地方支分部局別配分額 

 

 

 

 

３．補助事業県別配分額 

 

 

 

〔事業費〕 （単位：百万円）

東 北 地 方 整 備 局 264,117 

関 東 地 方 整 備 局 7,804 

合 計 271,921 
※計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

区 分 平成28年度配分額

〔事業費〕 （単位：百万円）

青 森 県 5,723 

岩 手 県 60,139 

宮 城 県 46,678 

福 島 県 57,191 

茨 城 県 26,218 

千 葉 県 4,249 

合 計 200,199 
※計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

区 分 平成28年度配分額
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参考資料 配分箇所の具体事例 



太平洋

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

東京都 千葉県

N

鬼
怒
川

事業区間

効 果
事業内容

【安全・安心】 鬼怒川 河川激甚災害対策特別緊急事業 直轄 【河川】

【課題・背景等】

○平成27年9月関東・東北豪雨により鬼怒川の堤防が決壊し、鬼怒川下流域で約8,800戸※の住戸被害が発生する等甚
大な被害が生じたことから、ハード・ソフトが一体となった緊急的な治水対策である「鬼怒川緊急対策プロジェクト」を実
施している。

【事業内容・効果】

○本プロジェクトの一環として、平成32年度までに、堤防のかさ上げ等を緊急的・集中的に実施することにより、浸水被
害を解消する。

Ｈ２８当初予算（事業費）：５４．２億円 ■平成27年9月関東・東北豪雨と同規模の出水に対し、

浸水被害を解消する。

浸水被害の状況
大形橋より下流については、平成30年度末までの完成を予定。
（溢水箇所は先行して着手し、下流への影響を考慮しながら段階的に整備）

位置図

鬼怒川

決壊箇所

堤防のかさ上げ（イメージ）

※  平成28年3月1日時点



効 果
事業内容

【安全・安心】 広島西部山系 特定緊急砂防事業 直轄 【砂防】

【課題・背景等】

○平成26年8月豪雨による広島県広島市における土砂災害では、死者76名※等の甚大な被害が発生した。特に被害の
著しかった広島市安佐北区、安佐南区において、平成27年度より特定緊急砂防事業を実施している。

【事業内容・効果】

○平成31年度までに砂防堰堤等の整備を短期集中的に実施することにより、下流の家屋等を土砂災害から保全する。

Ｈ２８当初予算（事業費）：２８．３億円 ■平成26年8月豪雨と同規模の降雨による土石流等に対
し、下流の家屋約2,000戸等を土砂災害から保全する。

被災状況（八木地区）

位置図

※  災害関連死2名を含む

※青線部は、事業を実施している渓流

砂防堰堤の整備（広島市安佐南区八木４丁目）

広島市安佐南区緑井地区、八木地区



【地域社会】 富山駅周辺地区 都市・地域交通戦略推進事業

事業内容

【課題・背景等】
○ 人口減少・高齢社会を見据え、路面電車をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業
務、文化等の都市の諸機能を集積させることにより、公共交通を軸としたコンパクトなまちづくりを実現する。

【事業内容・効果】
○ 富山駅南北の路面電車の接続による交通結節点強化、軌道複線化等により、公共交通の活性化を図ると
ともに、電停のバリアフリー化などを進め、誰もが移動しやすい交通ネットワークの再構築を図る。

富山県 富山市
H28当初予算（事業費）：２億円
・富山ライトレール線の複線化整備

【効果】

交通ネットワークの再構築により、公共交通及び中心市街地
の活性化に寄与し、コンパクトシティ形成に向けた取組を促進

○公共交通沿線人口の増加目標
現状（H26）3割 ⇒将来（Ｈ37）４割

路面電車の南北接続

公共交通沿線居住推進地区

補助 【市街地】



【地域社会】豊橋市中心市街地地区都市再生整備計画（愛知県豊橋市）

まちなか広場（仮称）イメージパース

【課題・背景等】

○豊橋駅周辺の中心市街地は老朽化した建物が多く、居住者の郊外流出により若い世代が減少し、空洞化と高齢化
が進行。

○このため、交通結節点としての優位性と既存インフラの集積を活かしつつ、コンパクトシティの拠点として、来街者や
居住者にとって魅力のある中心市街地環境の整備を図ることが求められている。

○本事業により、まちなか図書館、まちなか広場を商業施設等と一体的に整備し、周辺道路の歩行空間を整備充実
することにより、商業、サービス業の活性化を図り、まちなか居住の促進とコンパクトシティの実現を目指す。

■「にぎわいの創出」（休日歩行者通行量）

■「商業・サービス業の活性化」（空き店舗数）

■「まちなか居住の促進」（中心市街地の人口）

効 果事業内容

57,455人
（平成26年度）

60,000人
（平成32年度）

96店
（平成26年度）

90店
（平成32年度）

9,766人
（平成26年度）

10,500人
（平成32年度）

まちなか図書館（仮称）イメージパース

まちなか広場（仮称）

豊
橋
駅

豊橋市役所

ストリートデザイン事業

（歩行環境の整備）

穂の国とよはし
芸術劇場プラット

こども未来館
ここにこ

まちなか図書館（仮称）
（誘導施設）

豊橋駅前大通二丁目地区
第一種市街地再開発事業

（商業・サービス業、業務、住宅等）

位置図

平成28年度予算（事業費）：約１．１億円

交付金 【市街地】



68 68 68 68

12
46 62

0

50
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150

H12 H16 H20 H27

新規立地 既存

【経済再生】 一般国道４７５号 東海環状自動車道（関～養老）

≪位置図≫ ≪諸元等≫

直轄

【事業内容・効果】

○東海環状自動車道は、東海北陸自動車道と名神高速道路を連絡するとともに、岐阜県南部地域の連携強化と、地域

開発の支援等を目的とした一般国道の自動車専用道路。

○平成２８年度は、改良工事、橋梁工事、トンネル工事等を推進し、養老JCT～養老IC間の平成２９年度、関広見IC～

高富IC及び大野・神戸IC～大垣西IC間の平成３１年度開通を目指す。

○交通渋滞の緩和等による迅速かつ円滑な物流を実現することで、競争力の高い物流ネットワークの実現を図り、民間

の投資を喚起

ようろう ようろう

おおがきにしおおの ごうど

せきひろみ

ようろうせき

延 長 ： ４４．２ｋｍ
全体事業費 ： ５，１００億円
H 2 8 当初 ： ３４０．６億円

岐阜県

たかとみ

0.76 
0.67 

0.93 

1.26 1.26 

0.53 

0.89 

1.37 

1.70 

0.00 

0.40 

0.80 

1.20 

1.60 

2.00 

H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H27

■東海環状沿線の企業立地件数 ■岐阜県の有効求人倍率の推移

（年）

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」

全国６位

全国２位

リーマンショック
（H20.9）

東回り開通
（H17.3）（企業数）

（年）

出典：自治体調査結果より

東回り開通
（H17.3）

約６０社
立地

【道路】

＜東海環状自動車道の整備に伴い順次効果を発揮＞

≪平面図≫



【経済再生】「兵庫県地域住宅等整備計画」 交付金 【住宅】

民間のノウハウを積極的に活用するＰＦＩ手法による公営住宅建替事業（兵庫県芦屋市）
【課題・背景等】

○老朽化し、小規模で点在している公営住宅や公社住宅について、効率的な建替えと少子・高齢社会に対応した施設の整備やまち

づくりへの対応が喫緊の課題。

【事業内容・効果】

○点在する市営住宅と公社住宅を１団地へ集約建替する際に、社会福祉施設、公共施設整備やまちづくりに関する民間のノウハウ

を積極的に活用し、ＰＦＩ（ＢＴ方式）手法により、効率的・効果的な建替(13%のVFM)と維持管理等のコスト削減が図られる。

事業内容 効 果

団地名 高浜町１番住宅

整備施設 市営住宅350戸（附帯施設を含む）、消防高浜分署、社会福祉施設（民間提案）

VFM 特定事業選定時 約１３％

スケジュール
Ｈ26.7 Ｈ27.9 Ｈ28.8 Ｈ30.4

PFI実施方針 契約締結 着工 供用開始

社会福祉施設（今後
民間の提案）の導入

公共施設（消防高浜
分署）の整備

居住者や地域住民の集う
中央広場と集会施設

高浜町１番住宅

西蔵町市営住宅

南宮町市営住宅

朝日ヶ丘市営住宅
翠ヶ丘市営住宅

浜町市営住宅

：集約対象団地(6団地)

朝日ヶ丘公社住宅

集約・建設地

※地域コミュニティの形成

※地域の包括支援の
実現

※管理の効率化
※高齢者等向けのEV設置

Ｈ28当初予算（事業費） ８１．１億円の内数



【生産性革命に向けたピンポイント渋滞対策】 一般国道2号 倉敷立体渡河部

【事業内容等】

○山陽自動車道玉島ICと倉敷市内の観光地・工業地帯間の国道２号等で年間１,８００人の労働力に相
当する３２０万人・時間の渋滞損失が発生。

○走行履歴のビッグデータにより、倉敷市内の高梁川大橋で速度低下を起こしていることが、ピンポイン

トで特定された。

○このため、高梁川大橋の４車線化（倉敷立体渡河部）に重点投資し、平成31年度の全線4車線完成を
目指す。

直轄
くら しき

おかやま
至 岡山

瀬
戸
中
央
自
動
車
道

写真①

倉
敷
市
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島
町

く
ら
し
き

か
た
し
ま
ち
ょ
う

一般国道２号 倉敷立体
延長７．７km

倉
敷
市
船
穂
町
船
穂

く
ら
し
き

ふ
な
お
ち
ょ
う

ふ
な
お

（終）

倉
敷
市
新
田

く
ら
し
き

し
ん
で
ん

（起）

H28 橋梁下部工事

平成31年度
4車線完成予定

延長2.7km

観光地

≪位置図≫ ≪諸元等≫

全体事業費 ： １６４億円※

H 2 8当初 ：２１．４億円岡山県倉敷立体

≪現地状況写真≫

写真①

至笠岡市

至岡山市

主要渋滞箇所

主要経路

工業地帯

くらしきたましま

【道路】

たかはしがわおおはし

と か

※倉敷立体事業全体の事業費

と か

倉敷立体渡河部
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60
渡河部で

速度低下が発生

＜下り方向旅行速度＞

ＩＣ

km/h

（Ｈ２６年度データより）
高梁川大橋

ひろしま
至 広島



【生産性革命に向けたクルーズ船需要の取込み】大型クルーズ船の受入環境の改善（博多港）

【博多港におけるクルーズ船寄港回数の推移】

事業内容・効果課題・背景

【港湾】直轄

【課題・背景等】

○近年、我が国への外航クルーズ船の寄港需要が急激に増加。クルーズ船により入国した外国人旅行客も大きく増加

し、2020年の目標であった100万人を５年前倒して実現。

○博多港においては、2015年に全国で最も多い259回（速報値）のクルーズ船が寄港したが、2016年には更なる増加が

見込まれており、大型クルーズ船の受入環境の改善が必要。

【事業内容】

○博多港において、約22万トン（世界最大級）の大型クルーズ船に対応するための係船柱、桟橋等の整備を行う。

○博多港中央ふ頭地区において、岸壁延長不足に対応した係船
柱・桟橋等の整備を行う。

○これにより、平成28年度末までにアジア最大、平成30年までに
世界最大のクルーズ船の寄港を実現する。

年 2013 2014 2015 2016
（予定）

寄港
回数

38回 115回 259回 約400回
岸壁延長が不足

【整備概要】

注１） 2014年までは、法務省入国管理局の集計による外国人入国者数で概数（乗員除く）。
2015年は、国土交通省港湾局による推定（乗員除く）。

注２） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても１人の入国として計上。

【クルーズ船で入国する外国人旅客数100万人の達成】

＜現状＞ ＜平成28年度末まで＞ ＜平成30年まで＞

アジア最大級（約16万
トン）が寄港可能に

世界最大級（約22万
トン）が寄港可能に

ク
ァ
ン
タ
ム

クルーズ
センター

ク
ァ
ン
タ
ム

クルーズ
センター

オ
ア
シ
ス

クルーズ
センター

係船柱着岸不可



【復興加速】 一般国道４５号 三陸沿岸道路（南三陸道路）

≪位置図≫ ≪現地状況写真≫≪諸元等≫

延 長 ： ７．２ｋｍ
全体事業費 ： ２５７億円
H 2 8 当初 ： ３９．０億円

写真①

直轄

【事業内容等】

○三陸沿岸道路は、東日本大震災からの早期復興や孤立解消などの津波に強い地域づくり、地域間の

連携強化や救急搬送圏の速達性確保を目的とした道路。

○平成２８年度は、改良工事、橋梁工事、舗装工事等を推進し、志津川IC～南三陸海岸IC間の平成２８

年度、南三陸海岸IC～歌津IC間の平成２９年度開通を目指す。

写真②

至 志津川IC

H28.2撮影

至 歌津IC

H28.2撮影

至 南三陸海岸IC

し づ が わ みなみさんりくかいがん

うたつみなみさんりくかいがん

さん り く

三陸沿岸道路
（南三陸道路）

至 南三陸海岸IC

写真①

写真②

みなみ

H28 改良工、舗装工
平成28年度 完成2車線開通予定

H28 用地買収、橋梁工、改良工
平成29年度 完成2車線開通予定

宮城県

【道路】

凡 例

事 業 中



【復興加速】地域の経済復興を支える港湾整備（仙台塩釜港）

事業内容課題・背景

【港湾】直轄・補助

【課題・背景等】

○仙台塩釜港は、東北経済を支える国際・国内の物流拠点である。

○中野地区においては、完成自動車やばら積み貨物等の混在による非効率で危険な荷役が生じており、また、船舶の

大型化への対応が求められている。

【事業内容・効果】

○仙台塩釜港仙台港区等において、水深14mの国際物流ターミナルの整備等を行う。これにより、大型輸送船利用によ

る輸送コスト低減、ふ頭内混雑解消による事故発生リスクの低減等を図り、地域の経済復興を促進する。

■H28年度予算
事業費：５０億円（仙台塩釜港）

■整備施設

（中野地区） 岸壁(水深14m)、航路･泊地(水深14m)、

泊地(水深14m) 等

○完成自動車やばら積み貨物等の混在による非効率で危
険な荷役状況（中野地区）

仙台港区

中野地区

【位置図】

仙台塩釜港

岸壁(-14m)
航路・泊地(-14m)
泊地(-14m)

凡 例

直轄


